
名称 公共公益地区
面積 約3.3ha

建築制限 建築できるもの (1)左記の用途だけでは、計画中（Ｈ３０建築）の多目的スペース（災害時の屋根付き荷捌き施設）は不適格建築物のため、条例第13条で許可

【条例第4条】 (1)倉庫(ただし、倉庫業を営む倉庫を除く)
(2)政令第130条の4及び同条の5の4第1項第1号に規定する公益上必要なもの

壁面後退 建築物の外壁又はこれに代わる柱（以下「外壁等」という）の面から、次の各号
【条例第8条】 に掲げる境界線までの距離は、当該各号に掲げる数値以上とする

(1)道路境界線　　　　　…………５.０m
(2)水路(都市計画道路7・5・131高橋線に隣接する水路)　…………５.０m

壁面後退区域の 壁面の位置の制限に掲げる道路境界線又ぱ水路境界線から5.0m後退した区域(以  壁面後退区域内の緑化の種類（例えば高木はさざんかetc）及び遊歩道設置については、復興拠点まちづくり協議会のルールとして決めている。

工作物制限 下「壁面後退区域」という)においては、工作物を設置してはならない  従って、具体的な整備方法については、事業者が同協議会に直接確認すること（窓口は市長公室震災復興推進局）

ただし、次の各号に掲げるものを除く
(1)道路反射鏡や照明灯その他の交通安全施設
(2)看板(主に自己の事業の内容を示すために掲出する物件その他これらに類する

　もの）
(3)地下工作物
(4)公共公益上必要なもの

形態・意匠 建築物等の屋根及び外壁等の色彩は、周辺地域に配慮した色調とする 派手な色彩は避け、周辺の環境や隣接建築物等に調和した色彩とする

ただし、調整池は除く なお、外壁の基調色は、多賀城市景観計画に示す色相と彩度とする

ただし、複数の色彩やアクセント色を用いる場合は、相互に調和して、周囲と違和感のない色

彩とする

緑化率 緑地の面積の敷地面積に対する割合は、100分の3以上とする 壁面後退区域内の緑地面積を含み100分の3以上とする

ただし、調整池は除く ただし、遊歩道は緑地面積に含まない

垣・柵の構造 壁面後退区域においては、植栽しなければならない 壁面後退区域とは、壁面の位置の制限に掲げる道路境界線又ぱ水路境界線から5.0m後退した区域であって、道路に面した全てを5mの植栽とする規定にはなって

なお、金属柵類を設ける場合は、透視可能なものとし、壁面後退区域以外の敷 いない(実態は特定業務地区の各事業者は実施している)ため、他の地区計画における「道路に面して設けるかき又はさくは生垣とし…」「道路に面して設けるかき又

地内に設置するものとする はさくは、生垣により緑化する…」等の規定と同様に『道路に面して5mの植栽帯を設けなければならない』として運用する

ただし、調整池及び建築物等の敷地の出入口は、この限りでない 透視可能とみなす透過率（開口率）は、正面から見た透過率を概ね５０％以上とする

準工業地域

その他の都市計画法に基づく制限
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建物等の高さの最高限度

容積率／建ぺい率

都市計画法第11条第1項第11号に規定する「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」(津波防災地域づくりに関する法律第17条）に基づき、建築物の高さの最高
限度若しくは最低限度、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最高限度若しくは最低限度又は建築物の建築面積の敷地面積に対する割合の最高限度
を定めることとしているための制限

用途地域

地区の
区　分

運 用 基 準 津波復興拠点地区計画
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【条例第13条】：除外規定

市長が公益上必要な建築物で、用途上もしくは構造上やむを得ないと認め、又は地区計画の区域内の良好な都

市環境を害するおそれがないと認めて許可したもの及びその敷地については、上記の条例第4条から第10条

での規定は、適用しない

なお、許可に際しては、多賀城市都市計画審議会の意見を聴かなければならない

(2)政令第130条の4で「公園に設けられる公衆便所又は休憩所」を可とし、同条の5の4第1項第1号において「消防署」を可としている

道路境界

壁面後退区域５.０m

見通しの良い柵


